
“AIが業務の主体になる時代”に備える
AIエージェント導入を阻む「インフラの壁」
解決の糸口を専門家に聞く
生成 AIの進化が次の段階に入り、企業の関心は目的を理解して自律的に行動する「AIエージェント」や「エージェンティックAI」の実戦投入に移りつつある。こうしたAI時代
の新たなインフラ要件とその解決策について、専門家に話を聞いた。

　生成 AIの利用が広がり、AIエージェントやエージェンティッ
クAIへの関心が高まっている。アイティメディアの「キーマンズ
ネット」が実施した読者調査では、「生成 AIに関連するトレンド
について興味があるものを選んでください」という質問に対して
「AIエージェント（エージェンティックAI）」と回答した人が
「RAG」（検索拡張生成）などを抑えて最も多かった。

　AIエージェントは特定のタスクを自律的に処理するものだ。さ
らに、複数のAIエージェントが連携してより高度なタスクを処理
するのがエージェンティックAIであり、これが普及するとAIが
単なる業務支援ツールではなくAIが意思決定や実行の主体に
なる可能性がある。
　エージェンティックAIを含む AIサービスを利用するには、機
密データの取り扱いやコストなどの課題があるが、オンプレミス
でAIを利用する際にもさまざまな課題が付きまとう。企業がAI
を本格的に活用する際に直面するインフラ課題と対策は何か。
専門家に話を聞いた。
　生成 AIの活用が進み、企業の関心は自律的にタスクを処理す
る「AIエージェント」や「エージェンティックAI」の実戦投入に
移りつつある。そのような高度な AIシステムを利用するための
インフラ要件について、NTTドコモビジネスの加賀山英之氏（ク
ラウド＆ネットワークサービス部 担当課長）、末松慎司氏（ジェ
ネレーティブ AIタスクフォース 担当課長）、管原康弘氏（ジェネ
レーティブ AIタスクフォース 主査）の 3人に話を聞いた。

エージェンティックAIを 
自社専用に構築する意味

　生成 AIソリューションの開発を担当している末松氏は、エー
ジェンティックAIが描く未来について次のように説明する。
　「エージェンティックAIが普及すれば、既存の業務システム内
のデータを自在に活用し、個々の業務を担う複数のエージェント
が連携、判断しながら、一連のビジネスプロセスを自律的に完
遂するようになります。この段階になると、AIは単なる “ 業務
支援ツール ”ではなく、業務を回す “ 主体 ”になるでしょう」
　現在、生成 AIの業務適用では、人間が主体となって進める作
業を高速化することで、業務時間を短縮する使い方が多い。し
かし、これでは一般的な業務の効率化にとどまる。近年では、た
だ作業を速くするのではなく、より付加価値のある活用に向けて
生成 AIをコア業務に適用し、社内のデータを連携させようとし
ている企業が増えている。これを実現しようと考えるとき、特に
金融や医療、防衛分野のように機微な情報を取り扱う業界では、NTTドコモビジネス 末松慎司氏（ジェネレーティブ AIタスクフォース 担当課長）



図 1　企業におけるAI活用の変遷（提供：NTTドコモビジネス）

それらの情報をAIに学習させたり参照させたりするために自社
専用のインフラを構築する必要がある。

AIの本格導入を妨げる 
セキュリティとコストの課題

　既にAIサービスの PoC（概念実証）を実施して一定の成果
を得ている企業もある。しかし、管原氏によれば本番導入フェー
ズに移行する際にコストとセキュリティの課題に直面する企業が
多いという。
　「PoCでは生成AIやAIエージェントが自分たちの業務にどの
程度適合するかというアプリケーションレイヤーの評価に重点
が置かれるので、クラウド型の AIサービスで素早く実現性を確

認するケースが多いです。しかし、本格的な商用利用や全社展
開に移行するフェーズになるとコストやセキュリティの問題が顕
在化します」（管原氏）
　コスト面を見ると、AIモデルを特定の用途に特化させるため
に、自社のデータを使ったモデルの調整（ファインチューニング）
を繰り返し実施するケースで、ハイパワーなGPUを長期間使用
することになるためGPUを従量課金で使うサービスは不向きだ。
　セキュリティ面の課題としては、クラウド型の AIサービスでは
データ漏えいリスクが高まることを考慮しなければならない。
　「基幹システムのデータなど、ビジネスの根幹に関わる重要な
データを社外のサービスに送信することは多くの場合、企業ポリ
シーやコンプライアンスで禁止されています。データの種類に

よっては、法令や規制によって保管場所を日本国内にとどめなけ
ればならないケースもあります。このため、オンプレミスやプラ
イベートクラウドでの AIインフラ構築に注目する企業が増えて
います」
　また、コストとセキュリティの両面に絡むのがエージェント同士
の通信だ。クラウド型の AIサービスを利用する場合は外部ネッ
トワークとの通信が発生するため、適切な管理をしなければセ
キュリティホールになりかねない。通信トラフィックが予測しにく
く、時と場合によって増減するため、スケーリングを考慮せず帯
域に余裕を持たせるとコスト増の原因にもなり得る。

AI時代のインフラ課題に挑む 
NTTドコモビジネス 

「AIインフラソリューション」
　企業が本格的な AI活用に踏み出す際に直面するこれらの課
題に対して、NTTドコモビジネスはデータセンターやネットワー
ク、GPUサーバなどをワンストップで提供する「AIインフラソ
リューション」で支援する。

NTTドコモビジネス 管原康弘氏（ジェネレーティブ AIタスクフォース 主査）



　同ソリューションには、顧客専有型 IaaSでGPU基盤を提供
する「GPUプラットフォーム」、液冷方式のサーバ機器に対応す
る省エネ型データセンターサービスの「Green Nexcenter」、
IOWN構想に基づくAPN（All-Photonics Network）技術を
利用した「docomo business APN Plus powered by IOWN」
（以下、docomo business APN Plus）、セキュリティ一体型統
合ネットワークサービス「docomo business RINK」などが含
まれる。
　docomo business APN Plusとdocomo business RINK
はネットワークを仮想化してソフトウェアで制御する（Software-
Defined）NaaS（Network as a Service）だ。加賀山氏はこ

れらのサービスでコスト面の課題を解決できると説明する。
　「NaaSを利用することでトラフィックの増減に応じて帯域を
柔軟に変更でき、コストを最適化できます。利用する場所や用
途によって最適なサービスをお客さまにご提案します」
　顧客の要件に応じて柔軟なGPU構成をマネージドサービス
として提供する「GPUプラットフォーム」もある。これは国内
データセンターで運用する専有型 IaaSであり、定額で利用でき
ることからAIモデルの学習といったGPU稼働率が高い用途で
特に高いコストパフォーマンスを期待できる。従量課金でGPU
を使いたい顧客向けに、GPUベアメタルサーバをオンデマンド
で利用できるメニューもある。

　AIワークロードの増加によってGPUサーバの発熱量が増加
しており、従来のデータセンターでは対応が難しいことから必要
なGPUリソースを調達できていない企業もある。また、工場な
どの近くでデータを処理したいというニーズもある。それらに対
し、高発熱サーバの冷却に対応した液冷方式のデータセンター
サービス「Green Nexcenter」や、コンテナ型データセンター
「プライベートAIデータセンター」などで、全国の AI需要とさ
まざまな要望に対応する。
　プライベートAIデータセンターはクライアントの敷地内に設
置することで外部のネットワークへの接続を減らせるため、セ
キュリティ面でも効力を発する。分散したインフラ全体を防御す
るなら、docomo business RINKの「WANセキュリティ」機
能が役に立つ。
　「工場の産業機械やロボットのデータ、IoT機器で集めたセン
サーデータなどもAIが処理する重要な情報源です。しかし、そ
れらの機器は EDRを入れられないことも多く、サイバー攻撃の
標的になるリスクが高まります。WANセキュリティはネットワー
ク組み込み型のセキュリティ機能で、WAN内の不正な通信や不
審なパケットを検知して顧客に通知します。速やかな通信の遮断

図 2　AIインフラソリューションの全体像（提供：NTTドコモビジネス） NTTドコモビジネス 加賀山英之氏（クラウド＆ネットワークサービス部 担当課長）



まで一貫してサポートし、サイバー攻撃による被害の拡大を未然
に防ぎます」
　AIの自律的な通信が増えることで、インシデント発生時に原
因や影響範囲の調査が困難になる可能性もある。docomo 
business RINKの「フローコレクター機能」は、通信キャリア
のネットワーク内で通信ログを取得・保存することによって、イ
ンシデント発生時の早期対応を支援する。

“AIが業務を回す時代”に備える基盤

　エージェンティックAIを含む AIの活用は、ビジネスやわれわ
れの働き方に抜本的な変革をもたらす。末松氏は、この変革の
潮流について次のように語る。
　「人が AIを活用する段階から、AIが業務を回す形に少しずつ
変わってきています。既に一部の業務をAIに任せる企業も出て

きており、今後はさらに適用範囲が拡大するでしょう。AIは人
間に寄り添って共に仕事をする仲間のような存在に進化してい
きます。マルチモーダルAIやフィジカルAIの活用もさらに進み、
各企業、各産業の在り方も大きく変わっていきます」
　NTTドコモビジネスはそのような時代にビジネスを展開する
企業を支援するため「AI-Centric ICTプラットフォーム構想」を
推進している。企業が AIを活用して競争力の強化やビジネスモ
デルの変革を実現するための、セキュアで柔軟な環境の実現を目
指す。加賀山氏によると、この構想は企業が AI時代に求める分
散、柔軟、安全、リーズナブルという 4つのニーズに応えるもの
だという。分散は、データや計算リソースがデータセンターやク
ラウドなどのさまざまな場所に分散していること。柔軟は、ハー
ドウェアリソースやネットワークトラフィックの増減に柔軟に対
応できること。安全は、企業が持つさまざまな機器をカバーする
緻密なセキュリティ。リーズナブルは、さまざまなサービスやリ
ソースの組み合わせによってコスト最適化が可能なことだ。
　「当社は、AI-Centric ICTプラットフォーム構想とそれを実現
するAIインフラソリューションによって、お客さまのニーズに合
わせたAI活用を支援し、企業競争力の強化に貢献します」（加
賀山氏）
　生成 AIを活用して自社の競争力を増す流れは今後一層強化
されていくだろう。企業は今、生成 AIを活用することで発生す
るリスクと“活用しないリスク”を天秤にかけている。AIエージェ
ントやエージェンティックAIは活用するかしないかで生成 AI以
上の差が出る可能性を秘めている。本格的にAI戦略に取り組む
なら、大切なのは安定した基盤の上で戦うことだ。

NTTドコモビジネス株式会社　プラットフォームサービス本部  クラウド&ネットワークサービス部
AIインフラソリューションに関する詳細はこちら　https://www.ntt.com/business/lp/aiinfra.html
お問い合わせ　https://www.mkt.ntt.com/jp_PS_inq_AI-Infra_25_223_wtc_reg.html
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図 3　WANセキュリティによる脅威検知と遮断（提供：NTTドコモビジネス）
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